
Ⅱ．経理の状況

1．財務諸表

⑴　貸借対照表

（ 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 貯 金

預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

有 　 価 　 証 　 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 　 付 　 金

保 険 約 款 貸 付

一 般 貸 付

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

リ ー ス 資 産

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

未 収 保 険 料

代 理 店 貸

共 同 保 険 貸

再 保 険 貸

未 収 金

未 収 収 益

預 託 金

仮 払 金

前 払 年 金 費 用

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

科目

年度

金額 金額 金額

（単位：百万円）

〔　　　〕
平成25年度
平成26年
3月31日現在 〔　　　〕

平成27年度
平成28年
3月31日現在〔　　　〕

平成26年度
平成27年
3月31日現在

1,998

1,998

－

25,063

3,045

310

13,362

5,529

2,338

477

2,305

9

2,296

3,065

1,671

1,162

208

22

265

61

189

5

8

3,040

8

723

6

1,015

235

50

72

926

－

△84

35,653

3,329

3,329

1,335

23,135

1,898

193

12,866

5,884

1,813

480

2,103

19

2,084

2,956

1,671

1,108

156

18

32

1

20

2

8

3,221

12

773

16

1,207

274

39

73

824

222

△73

36,263

1,849

1,849

－

25,669

2,910

498

15,638

5,060

1,104

457

2,046

20

2,025

2,871

1,671

1,048

129

21

276

114

146

7

7

3,137

12

817

8

1,166

274

40

72

746

222

△61

36,013

70



（ 負 債 の 部 ）

保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

そ の 他 負 債

共 同 保 険 借

再 保 険 借

外 国 再 保 険 借

未 払 法 人 税 等

預 り 金

前 受 収 益

未 払 金

仮 受 金

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 　 本 　 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

（ 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ）

（ 別 途 積 立 金 ）

（ 繰 越 利 益 剰 余 金 ）

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

科目

年度

金額 金額 金額

（単位：百万円）

〔　　　〕
平成25年度
平成26年
3月31日現在 〔　　　〕

平成27年度
平成28年
3月31日現在〔　　　〕

平成26年度
平成27年
3月31日現在

29,179 

5,288 

23,890 

1,703 

14 

720 

0 

40 

44 

2 

354 

296 

224 

5 

68 

155 

91 

21 

21 

188 

31,406 

1,054 

703 

703 

1,226 

350 

875 

(71)

(637)

(166)

2,984 

1,262 

1,262 

4,246 

35,653 

28,489 

5,022 

23,467 

1,758 

18 

774 

0 

42 

53 

2 

381 

311 

167 

5 

－ 

175 

72 

31 

31 

675 

31,202 

1,054 

703 

703 

1,672 

350 

1,321 

(73)

(677)

(570)

3,431 

1,629 

1,629 

5,060 

36,263 

29,492 

5,551 

23,941 

1,775 

19 

748 

0 

45 

53 

2 

404 

349 

145 

5 

－ 

215 

92 

38 

38 

490 

32,105 

1,054 

703 

703 

965 

350 

614 

(74)

(1,117)

(△577)

2,723 

1,183 

1,183 

3,907 

36,013 

71



有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。
⑴　子会社株式の評価は、移動平均法に基づく原価法により行っております。
⑵　その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法により行っております。
なお、評価差額は全部純資産直入法により処理しております。また、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。
⑶　その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものの評価は、移動平均法に基づく原価法により行っております。
有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定率法により行っております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法により行っております。
無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却については、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によってお
ります。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の減価償却については、リース期間を耐
用年数とした定額法によっております。
外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っております。
貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上しております。
破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実質的に経営破
綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その
残額を計上しております。
今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可
能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。
また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、業務執行部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した内部監査部が査定結果を監査して
おり、その査定結果に基づいて上記を計上しております。
退職給付引当金は従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上しております。
数理計算上の差異は、その発生した各期における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により翌期から費用処理しておりま
す。
役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
賞与引当金は、従業員賞与に充てるため、期末における支給見込額を基準に算出しております。
価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき、計上しております。
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。
なお、資産にかかる控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行っております。
金融商品の状況に関する事項は次のとおりであります。
⑴　金融商品に対する取組方針

当社は、保険金や満期返戻金の支払いに備え、流動性の高い金融商品を確保するほか、効率的な資産運用及び収益の拡大を図ることを基本
方針としております。また、積立保険は、ＡＬＭ（資産負債総合管理）手法により、安全性を確保する運用を行っております。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
当社が保有する主な金融資産は、有価証券、貸付金であります。
有価証券の内訳は、主に債券、株式、投資信託であり、その他保有目的及び純投資目的で保有しております。これらは発行体の信用リス
ク、金利リスク、価格変動リスク及び為替リスクに晒されております。　　　　
貸付金は、主に沖縄県内の法人および個人に対するものであり、これらは信用リスクに晒されております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
信用リスクについては、当社の信用リスク管理規程に基づいて管理しており、有価証券の信用リスクは、格付等の信用情報や時価の把握を
定期的に行なっております。
貸付金の信用リスクは、社内信用格付及び資産の自己査定規程に従い、与信先の個別案件毎に財務諸表分析・実態把握を行うなど、与信管
理体制を構築しております。
これらの与信管理状況については、資産運用リスク管理委員会、常務会及び取締役会へ定例報告を行なっております。
②市場リスクの管理
ア 金利リスクの管理
金利リスクについては、当社の市場関連リスク管理規程に基づいて管理しており、経理部は日常的に市場動向を把握し、ＢＰＶ法による影
響額を資産運用リスク管理委員会へ定期報告を行なっております。
イ 価格変動リスクの管理
価格変動リスクについては、当社の市場関連リスク管理規程に基づいて管理しており、有価証券の保有については、資産運用規程及び運用
計画に従い行なっております。
経理部では、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。これらの情
報については、資産運用リスク管理委員会、常務会及び取締役会へ定例報告を行なっております。
ウ 為替リスクの管理
為替リスクについては、当社の市場関連リスク管理規程に基づいて管理しており、経理部は日常的に為替動向を把握し、為替変動による影
響額を資産運用リスク管理委員会へ定期報告を行なっております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定した価額が含まれています。当該価額の算定に
おいては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

金融商品の時価等に関する事項は次のとおりであります。
平成28年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め
て困難と認められるものは、次表に含まれておりません。

[平成27年度貸借対照表の注記事項]

（単位：百万円）

差　額時　価
⑴　現金及び預貯金
⑵　有価証券
　　その他有価証券
⑶　貸付金
　　貸倒引当金（＊1）

1,849

24,160
2,025
△28
1,996
28,006

1,849

24,160

2,021
28,031

－

－

24
24資　産　計

貸借対照表計上額

（＊1）貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注）1

2

3

4

5
6

7

8
9
10
11

12

72



(注1) 金融商品の時価の算定方法
資産
⑴　現金及び預貯金
　　時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。
⑵　有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
また、投資信託については、公表されている基準価格によっております。

⑶　貸付金
貸付金については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
一方、固定金利によるものは、貸付金の種類及び社内格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付金を行った場合に
想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して
いるため、時価は期末日における貸借対照表計上額から、現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価として
おります。

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりであり、「⑵有価証券」には含めておりません。

貸付金のうち、破綻先債権に該当するものはなく、延滞債権額は28百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが
ないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施
行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予し
た貸付金以外の貸付金であります。
貸付金のうち、３ヵ月以上延滞債権に該当するものはありません。
なお３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当
しないものであります。
貸付金のうち、貸付条件緩和債権額に該当するものはありません。
なお貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。
破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸付条件緩和債権額の合計額は28百万円であります。
有形固定資産の減価償却累計額は2,659百万円、圧縮記帳額は554百万円であります。
関係会社に対する金銭債務総額は47百万円であります。
貸借対照表に計上したその他の有形固定資産のほか、パソコン、複写機等の一部についてはリース契約により使用しております。
関係会社株式の額は40百万円であります 。
退職給付に関する事項は次のとおりであります。
⑴　退職給付債務及びその内訳
　　　退職給付債務                         　△1,571百万円
　　　年金資産                               　　1,615百万円
　　　未積立退職給付債務 43百万円
　　　未認識数理計算上の差異 179百万円
　　　前払年金費用 222百万円
⑵　退職給付債務等の計算基礎
　　　退職給付見込額の期間配分方法　　　給付算定式基準
　　　割引率 0.25％
　　　期待運用収益率 1.91％
　　　数理計算上の差異の処理年数 12年
繰延税金資産の総額は4,967百万円、繰延税金負債の総額は490百万円であります。また、繰延税金資産から評価性引当額として控除した額は
4,967百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、責任準備金2,354百万円、支払備金257百万円、有価証券評価損否認182百万円、ソフトウェア
237百万円、繰越欠損金1,785百万円であります。
繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券に係る評価差額金390百万円であります。
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）が平成28年３月29日に成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度か
ら法人税率等の引き下げ等が行われることとなりました。
これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の28.2％から、平成28年４月１日に開始する事業年度及び
平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については27.6％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消
が見込まれる一時差異等については27.4％となります。
この税率変更により、繰延税金負債は14百万円減少し、当期純利益は２百万円増加しております。
支払備金の内訳は次のとおりであります。
　支払備金（出再支払備金控除前、(ロ)に掲げる保険を除く） 5,298百万円
　同上にかかる出再支払備金  299百万円
　差引(イ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,998百万円
　地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金(ロ) 552百万円
　計(イ＋ロ)                                        　　　　　　　  　 5,551百万円
責任準備金の内訳は次のとおりであります。
　普通責任準備金（出再責任準備金控除前）　　　　　　　 12,580百万円
　同上にかかる出再責任準備金　　　　　　　　　　　　　　　 266百万円
　差引(イ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 12,313百万円
　その他の責任準備金(ロ)　　　　　　　　　　　　　　　　 11,627百万円
　計(イ＋ロ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 23,941百万円
１株当たりの純資産の額は3,423円16銭であります。
算定上の基礎である純資産の額は3,907百万円、普通株式の期末株式数は1,141千株であります。
当事業年度末日後に、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じておりません。
上記における子会社の定義は会社計算規則第２条に基づいております。
金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額区　分

合　計
1,509
1,509

非上場株式（＊1）

（＊1） 非上場株式については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができないことから、
　　　時価表示の対象とはしておりません。

13

14
15
16
17
18

19

20

21

22

23
24
25

73



⑵　損益計算書

経 　 　 常 　 　 収 　 　 益 
　　　保険引受収益
　　　　　　正味収入保険料
　　　　　　収入積立保険料
　　　　　　積立保険料等運用益
　　　　　　支払備金戻入額
　　　　　　責任準備金戻入額
　　　　　　為替差益
　　　　　　その他保険引受収益
　　　資産運用収益
　　　　　　利息及び配当金収入
　　　　　　有価証券売却益
　　　　　　有価証券償還益
　　　　　　その他運用収益
　　　　　　積立保険料等運用益振替
　　　その他経常収益
経 　 　 常 　 　 費 　 　 用 
　　　保険引受費用 
　　　　　　正味支払保険金
　　　　　　損害調査費
　　　　　　諸手数料及び集金費
　　　　　　満期返戻金
　　　　　　支払備金繰入額
　　　　　　責任準備金繰入額
　　　　　　為替差損
　　　　　　その他保険引受費用
　　　資産運用費用 
　　　　　　有価証券売却損
　　　　　　有価証券評価損
　　　　　　その他運用費用
　　　営業費及び一般管理費 
　　　その他経常費用 
　　　　　　その他の経常費用
経 常 利 益 又 は 経 常 損 失（△）
特 　 　 別 　 　 利 　 　 益 
　　　受取損害賠償金
特 　 　 別 　 　 損 　 　 失 
　　　固定資産処分損
　　　特別法上の準備金繰入額
　　　　　　価格変動準備金繰入額
税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△）
法 人 税 及 び 住 民 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計 
当 期 純 利 益 又 は 当 期 純 損 失（△）
 
 

17,048 
16,467 
14,451 
543 
100 
377 
992 
0 
－

485 
488 
98
－ 
0 

△100 
95 

16,717 
12,712 
8,747 
682 
2,359 
912 
－
－ 
－ 
10 
4 
3 
1 
0 

4,000 
0 
0 

330 
－ 
－ 
10 
0 
10 
10
319 
6 

219 
226 
93 

17,364 
16,277 
15,060 
397 
105 
266 
422 
0 
24 

1,026 
462 
493 
176 
0 

△105 
61 

16,734 
12,799 
8,751 
710 
2,496 
831 
－
－  
－ 
9 
3 
3 
－ 
0 

3,926 
4 
4 

630 
90 
90 
42 
33 
9 
9

677 
7 

302 
309 
367 

16,712 
16,322 
15,787 
414 
116 
－ 
－ 
－ 
3 

327 
410 
32 
－ 
0 

△116 
62 

17,348 
13,264 
8,259 
671 
2,601 
719 
529 
473 
0 
9 
36 
29 
7 
0 

4,046 
1 
1 

△635 
－ 
－ 
8 
1 
6 
6

△644 
7 
△1 
5 

△650 

科目

年度
（単位：百万円）

平成26年度平成25年度

〔　　　　　〕平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで 〔　　　　　〕平成26年４月１日から

平成27年３月31日まで

平成27年度
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで〔　　　　　〕
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［平成27年度損益計算書の注記事項］
        
（注） 1　関係会社との取引による収益総額は12百万円、費用総額は541百万円であります。      
　　  2　⑴　正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。

 
  ⑵　正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。

  ⑶　諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。
 

   ⑷　支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

  ⑸　責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。

  ⑹　利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。

  
3　損害調査費、営業費及び一般管理費に計上した退職給付費用は84百万円であり、その内訳は次のとおりで
あります。      

4　当期における法定実効税率は28.2％であります。
なお、当期は税引前当期純損失を計上しているため、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との間の差異の内訳については記載しておりません。

5　１株当たりの当期純損失は569円80銭であります。
算定上の基礎である当期純損失は650百万円であり、その全額が普通株式に係るものであります。また、
普通株式の期中平均株式数は1,141千株であります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

収　入　保　険　料
支　払　再　保　険　料
差　　　　　　　　　引 

18,947 百万円
3,159 百万円
15,787 百万円

支 払 保 険 金
回 収 再 保 険 金
差 引 

11,190 百万円
2,930 百万円
8,259 百万円

支払諸手数料及び集金費
出 再 保 険 手 数 料
差 引

3,000 百万円
399 百万円
2,601 百万円

勤 務 費 用
利 息 費 用
期 待 運 用 収 益
数理計算上の差異の費用処理額

計

101 百万円
12 百万円
△31 百万円
1 百万円
84 百万円

預 貯 金 利 息
コ ー ル ロ ー ン 利 息
有 価 証 券 利 息・配 当 金
貸 付 金 利 息
不 動 産 賃 貸 料
そ の 他 利 息 ・ 配 当 金

計

0 百万円
1 百万円

303 百万円
34 百万円
72 百万円
0 百万円

410 百万円

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前）
同上にかかる出再責任準備金繰入額
差　引（イ）
その他の責任準備金繰入額（ロ）
計（イ＋ロ）

475 百万円
16 百万円
 458 百万円
 14 百万円
 473 百万円

支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く）
同上にかかる出再支払備金繰入額
差　引（イ）
地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ）
計（イ＋ロ）

525 百万円
△15 百万円
540 百万円
△10 百万円
529 百万円
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⑶　株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

当期首残高

当期変動額

　利益準備金の減少

　別途積立金の取崩

　剰余金の配当

　当期純利益

当期変動額合計

当期末残高

1,054

1,054

703

703

703

703

1,054

△ 703

△ 703

350

71

71

1,757

△1,120

△1,120

637

△1,693

703

1,120

△ 57

93

1,860

166

1,189

△ 57

93

36

1,226

2,948

△ 57

93

36

2,984

923

339

339

1,262

3,871

△ 57

93

339

375

4,246

923

339

339

1,262

固定資産
圧   縮
積立金

別　途
積立金

その他利益剰余金
利益剰余金

株主資本 評価・換算差額等

資本金

資本剰余金

資　本
準備金

利　益
準備金

資　本
剰余金
合　計

繰越利益
剰余金

利　益
剰余金
合　計

株  主
資  本
合  計

そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

純資産
合　計

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額）

平成25年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

（単位：百万円）

当期首残高

当期変動額

　固定資産圧縮積立金の積立

　別途積立金の積立

　剰余金の配当

　当期純利益　

当期変動額合計

当期末残高

1,054

1,054

1,054

703

703

703

703

703

703

350

350

350

71

71

1

1

73

637

637

40

40

677

166

136

302

△ 1

△ 40

△ 57

367

268

570

1,226

136

1,362

△ 57

367

310

1,672

2,984

136

3,120

△ 57

367

310

3,431

1,262

1,262

367

367

1,629

4,246

136

4,382

△ 57

367

367

677

5,060

1,262

1,262

367

367

1,629

固定資産
圧   縮
積立金　

別　途
積立金

その他利益剰余金
利益剰余金

株主資本 評価・換算差額等

資本金

資本剰余金

資　本
準備金

利　益
準備金

資　本
剰余金
合　計

繰越利益
剰余金

利　益
剰余金
合　計

株  主
資  本
合  計

そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

純資産
合　計

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額）

会計方針の変更を反映
した当期首残高

会計方針の変更による
累積的影響額

平成26年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）
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（単位：千株）

 [平成27年度株主資本等変動計算書の注記事項] 
（注）1.　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　　  2.　配当に関する事項
　　　　⑴　配当金支払額

　　  3.　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

　⑵　基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決  議

平成28年6月27日
定時株主総会

株式の
種類

普通
株式

配当金の
総額

1株当たり
配当額

50円

配当の原資 効力発生日

利益剰余金 平成28年6月28日

基準日

平成28年3月31日57百万円

決  議

平成27年6月24日
定時株主総会

株式の
種類

普通
株式

配当金の
総額 1株当たり配当額

50円

効力発生日

摘　要

平成27年6月25日

基準日

平成27年3月31日57百万円

1,141
1,141

1,141
1,141

ー
ー

ー
ー

発行済株式
普通株式
　　合計

当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
株　式　数

当事業年度
減少株式数

（単位：百万円）

当期首残高

当期変動額　

　固定資産圧縮積立金の積立

　別途積立金の積立

　剰余金の配当

　当期純利益　

当期変動額合計 

当期末残高

1,054

1,054

703

703

703

703

350

350

73

0

0

74

677

440

440

1,117

570

△0

△ 440

△ 57

△ 650

△ 1,148

△ 577

1,672

△ 57

△ 650

△ 707

965

3,431

△ 57

△ 650

△ 707

2,723

1,629

△ 445

△ 445

1,183

5,060

△ 57

△ 650

△ 445

△ 1,152

3,907

1,629

△ 445

△ 445

1,183

固定資産
圧   縮
積立金

別　途
積立金

その他利益剰余金
利益剰余金

株主資本 評価・換算差額等

資本金

資本剰余金

資　本
準備金

利　益
準備金

資　本
剰余金
合　計

繰越利益
剰余金

利　益
剰余金
合　計

株  主
資  本
合  計

そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

純資産
合　計

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

平成27年度（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）
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平成25年度末
年度

区分 平成26年度末 平成27年度末

（単位：百万円）

（単位：百万円）

現              金
預      貯      金
（郵便振替・郵便貯金）
（当   座   預   金）
（普   通   預   金）
（通   知   預   金）
（定   期   預   金）
（譲  渡  性  預  金）
（別   段   預   金）

合 計

合 計

－  
1,998  
（43）
（2）

（1,952）
（－）
（－）
（－）
（－）

1,998  

－  
3,329  
（44）
（3）

（3,282）
（－）
（－）
（－）
（－）

3,329  

－  
1,849  
（25）
（2）

（1,821）
（－）
（－）
（－）
（－）

1,849  

⑴　現金および預貯金

⑵　商品有価証券
該当事項はありません。

⑶　商品有価証券の平均残高および売買高
該当事項はありません。

年度
区分

平成25年度末 平成26年度末
構成比（％） 構成比（％）

3,045
310

13,362
5,529
2,338
477

25,063

12.2
1.2
53.3
22.1
9.3
1.9

100.0

平成27年度末

2,910
498

15,638
5,060
1,104
457

25,669

11.3
1.9
60.9
19.7
4.3
1.8

100.0

1,898
193

12,866
5,884
1,813
480

23,135

8.2
0.8
55.6
25.4
7.8
2.1

100.0

構成比（％）
国        債
地   方   債
社        債
株        式
外  国  証  券
そ の 他 の 証 券

⑷　保有有価証券の種類別残高および構成比

2．資産・負債の明細
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（単位：百万円）

合 計

平成25年度末年度
区分

平成26年度末 平成27年度末
構成比（％）貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 貸借対照表計上額構成比（％）

2,806
534
356
253
326
191
247
214
102
69
47
380

5,529

50.8 
9.7 
6.4 
4.6 
5.9 
3.5 
4.5 
3.9 
1.8 
1.3 
0.9 
6.9 

100.0 

2,098
669
410
326
317
297
236
214
94
69
63
262

5,060

41.5
13.2
8.1
6.5
6.3
5.9
4.7
4.2
1.9
1.4
1.2
5.2

100.0

2,802
780
466
312
317
263
231
214
103
69
51
270

5,884

47.6 
13.3 
7.9 
5.3 
5.4 
4.5 
3.9 
3.6 
1.8 
1.2 
0.9 
4.6 

100.0
 

（注） 業種別区分は証券取引所の業種分類に準じています。

構成比（％）
銀 行 業
保 険 業
情 報 ・ 通 信 業
電 気 ・ ガ ス 業
硝 子・土 石 製 品
小 売 業
空 運 業
不 動 産 業
サ ー ビ ス 業
石 油・石 炭 製 品
陸 運 業
そ    の    他

⑹　業種別保有株式の額

（単位：百万円）

1年以下期間
区分

29
－

1,404
－

703
－

2,137

－
75

1,001
－

703
－

1,780

合　計

1,898
193

12,866
5,884
1,813
480

23,135

2,910
498

15,638
5,060
1,104
457

25,669

1年超
3年以下

－
77

2,620
－

807
－

3,505

208
115
4,447

－
201
－

4,973

3年超
5年以下

632
116
4,673

－
301
－

5,723

422
－

6,006
－

199
－

6,628

5年超
7年以下

318
－

2,897
－
－
－

3,215

535
－

3,197
－
－
52

3,784

7年超
10年以下

509
－

926
－
－

201

1,636

833
306
630
－
－

103

1,873

10年超

409
－

345
5,884

－
278

6,917

910
－

354
5,060

－
301

6,628

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 証 券

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 証 券

合 計

合 計

⑸　有価証券の種類別の残存期間別残高

平
成
26
年
度
末

平
成
27
年
度
末

（期間の定めのない
   ものを含む）
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（単位：百万円）

構成比（％）
年度

区分
平成25年度末

構成比（％）
平成26年度末

構成比（％）

1,526  
－  

384  
1,142  
769  
－  
－  

2,296  
（－） 
9  

2,305  

66.2  
－  

16.7  
49.6  
33.4  
－  
－  

99.6  
（－） 
 0.4  

100.0  

平成27年度末

1,015 
－ 

419 
596 
942 
67 
－ 

2,025 
（－）
20 

2,046 

49.6 
－ 

20.5 
29.1 
46.1 
3.3 
－ 

99.0 
（－）
1.0 

100.0 

1,129 
－ 

311 
817 
954 
－ 
－ 

2,084 
（－）
19 

2,103 

53.7 
－ 

14.8 
38.9 
45.4 
－ 
－ 

99.1 
（－）
0.9 

100.0 

担 保 貸 付
　有価証券担保貸付
　不動産・動産・財団担保貸付
　指名債権担保貸付
保 証 貸 付
信 用 貸 付
そ の 他
一 般 貸 付 計
（劣後特約付貸付）
約 款 貸 付

合 計

⑺　担保別貸付金残高

（注） 業種別区分は、日本標準産業分類の大分類に準じています。

（単位：百万円）

構成比（％）
年度

区分
平成25年度末

構成比（％）

－ 
－ 
－ 
52 
－ 

164 
1,243 

－ 
－ 
－ 
－ 

835 
(835)
2,296 

－ 
－ 
9 

2,305 

－ 
－ 
－ 
2.3 
－ 
7.1 
53.9 
－ 
－ 
－ 
－ 

36.3 
(36.3)
99.6 
－ 
－ 
0.4 

100.0 

－ 
－ 
－ 
40 
－ 

129 
903 
－ 
－ 
－ 
－ 

1,010 
(1,010)
2,084 

－ 
－ 
19 

2,103 

－ 
－ 
－ 
1.9 
－ 
6.2 
42.9 
－ 
－ 
－ 
－ 

48.0 
(48.0)
99.1 
－ 
－ 
0.9 

100.0 

平成26年度末
構成比（％）

平成27年度末

－ 
－ 
－ 
28 
－ 
67 
943 
－ 
－ 
－ 
－ 

985 
(985)
2,025 

－ 
－ 
20 

2,046 

－ 
－ 
－ 
1.4 
－ 
3.3 
46.1 
－ 
－ 
－ 
－ 

48.1 
(48.1)
99.0 
－ 
－ 
1.0 

100.0 

農 林 ・ 水 産 業
鉱業・採石業・砂利採取業
建 設 業
製 造 業
卸 売 業・小 売 業
金 融 業・保 険 業
不動産業・物品賃貸業
情 報 通 信 業
運 輸 業・郵 便 業
電気・ガス・熱供給・水道業
サ ー ビ ス 業 等
そ の 他
（うち個人住宅・消費者ローン）
小 計
公 共 団 体
公 社 ・ 公 団
約 款 貸 付

合 計

⑼　業種別の貸付残高および構成比

（単位：百万円）

構成比（％）
年度

区分
平成25年度末

構成比（％）
平成26年度末

構成比（％）
332 
1,973 

2,305 

14.4 
85.6 

100.0 

平成27年度末

419 
1,626 

2,046 

20.5 
79.5 

100.0 

271 
1,832 

2,103 

12.9 
87.1 

100.0 

設 備 資 金
運 転 資 金

合 計

⑻　使途別の貸付金残高および構成比
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（単位：百万円）

1年以下期間
区分

70 
70 
－ 
2 
2 
－ 

72 

56 
56 
－ 
0 
0 
－ 

56 

合　計

1,073 
943 
130 
1,029 
1,029 

－ 

2,103 

1,040 
733 
306 
1,005 
1,005 

－ 

2,046 

1年超
3年以下

548 
508 
40 
14 
14 
－ 

563 

316 
220 
96 
16 
16 
－ 

332 

3年超
5年以下

384 
294 
89 
19 
19 
－ 

404 

457 
457 
－ 
12 
12 
－ 

470 

5年超
7年以下

70 
70 
－ 
14 
14 
－ 

84 

－ 
－ 
－ 
6 
6 
－ 

6 

7年超
10年以下

－ 
－ 
－ 
1 
1 
－ 

1 

－ 
－ 
－ 
1 
1 
－ 

1 

10年超

－ 
－ 
－ 

977 
977 
－ 

977 

210 
－ 

210 
968 
968 
－ 

1,179 

国内企業向け　
　 固 定 金 利
　 変 動 金 利
国内企業向け以外
　 固 定 金 利
　 変 動 金 利

国内企業向け　
　 固 定 金 利
　 変 動 金 利
国内企業向け以外
　 固 定 金 利
　 変 動 金 利

合 計

合 計

⑾　貸付金の残存期間別の残高

平
成
26
年
度
末

平
成
27
年
度
末

（期間の定めのない
   ものを含む）

（単位：百万円）

合 計

年度
区分

平成25年度末 平成26年度末
構成比（％） 構成比（％）

1,526
－
－

1,526

100.0
－
－

100.0

平成27年度末

1,082 
－
－

1,082 

100.0
－
－

100.0

1,129
－
－

1,129

100.0
－
－

100.0

構成比（％）
沖      縄
上 記 以 外 の 国 内
海      外

⑿　貸付金地域別内訳

（注） 1．消費者ロ－ン、約款貸付等は含みません。
 2．海外への貸付には、国際機関向けの貸付を含みます。

（単位：百万円）

合 計

総 貸 付 残 高

23
－
－
23

2,296

23
－
－
23

2,103

年度
区分

平成25年度末 平成26年度末
構成比（％）
100.0

－
－

100.0
   （1.0）

構成比（％）
100.0

－
－

100.0
    （1.1）

－
－
－
－

2,046

平成27年度末

－
－
－
－
－

構成比（％）
個 人 向 ロ － ン
住宅金融会社貸付
地方住宅供給公社貸付 

⒀　住宅関連融資

（注）１．  「合計」 欄の（  ）内は総貸付残高に対する比率です。

（単位：百万円）

構成比（％）
年度

区分
平成25年度末

構成比（％）
212 
512 
735 
835 

2,296 

9.3 
22.3 
32.0 
36.4 

100.0 

平成26年度末
構成比（％）

175 
448 
450 
1,010 

2,084 

8.4 
21.5 
21.6 
48.5 

100.0 

平成27年度末

347 
426 
266 
985 

2,025 

17.2 
21.0 
13.1 
48.6 

100.0 

大 企 業
中 堅 企 業
中 小 企 業
そ の 他
一 般 貸 付 計

⑽　規模別の貸付金残高および構成比

（注）1．大企業とは、資本金10億円以上の企業をいいます。
　　   2．中堅企業とは、1の「大企業」および３の「中小企業」以外の企業をいいます。
　　   3．中小企業とは、資本金３億円以下（卸売業は資本金1億円以下、小売業、サービス業は資本金５千万円以下）の企業をいいます。
　　   4．その他とは、非居住者貸付、公共団体・公企業、個人ローン等をいいます。
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平成25年度末
年度

区分 平成26年度末 平成27年度末

（単位：百万円）

破 綻 先 債 権 額
延 滞 債 権 額
3か月以上延滞債権額
貸付条件緩和債権額

リスク管理債権合計

－
52
－
－

52

2,305

－
40
－
－

40

2,103

－
28
－
－

28

2,046貸 付 金 残 高

⒃　リスク管理債権の状況

⒄　元本補てん契約のある信託に係る貸出金の状況
該当事項はありません。

（注）１．破綻先債権
破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していること、その他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みが
ないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施
行令に定める一定の事由が生じているものです。

２．延滞債権
延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸
付金以外のものです。

３．３か月以上延滞債権
３か月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上遅延している貸付金で、破綻先債権および延滞債権に該当し
ないものです。

４．貸付条件緩和債権
貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権および３か月以上延滞債権に該当しないものです。

公  

共  

債

貸
付

国      債
地  方  債
特 別 法 人 債
小      計
公 社 ・ 公 団
小      計

平成25年度末
年度

区分 平成26年度末 平成27年度末

（単位：百万円）

合 計

－
－
－
－
－
－
－ －

－
－
－
－
－
－

－

－
－
－
－
－
－

⒂　公共関係投融資（新規引受ベ－ス）

（単位：百万円）

合 計

年度
区分

平成25年度末 平成26年度末
構成比（％） 構成比（％）

－
－
－
－
－

2,338
－

2,338

2,338

－
－
－
－
－

100.0
－

100.0

100.0

平成27年度末

－
－
－
－
－

1,104
－

1,104

1,104

－
－
－
－
－

100.0
－

100.0

100.0

－
－
－
－
－

1,813
－

1,813

1.813

－
－
－
－
－

100.0
－

100.0

100.0

構成比（％）
外 国 公 社 債
外 国 株 式
そ の 他
小 計
非居住者貸付
外 国 公 社 債
そ の 他
小 計

⒁　海外投融資残高および構成比

外
貨
建

円
貨
建
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平成25年度末
年度

区分 平成26年度末 平成27年度末

（単位：百万円）

未 収 保 険 料
代 理 店 貸
共 同 保 険 貸
再 保 険 貸
未 収 金
未 収 収 益
預 託 金
仮 払 金

そ の 他 資 産 合 計 3,040

8
723
6

1,015
235
50
72
926

12
817
8

1,166
274
40
72
746

3,137

    12
   773
    16
 1,207
   274
    39
    73
   824

 3,221

⒇　その他資産明細表

21　支払承諾の残高内訳
該当事項はありません。

平成25年度末
年度

区分 平成26年度末 平成27年度末

（単位：百万円）

破産更生債権および
これらに準ずる債権

危 　 険 　 債 　 権
要 管 理 債 権
正 　 常 　 債 　 権

合 計

52

－
－

2,254

2,307

28

－
－

2,019

2,048

40

－
－

2,064

2,105

⒅　債務者区分に基づいて区分された債権

（注）１．破産更生債権およびこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更正手続開始または再生手続開始の申立て等の事由により、経営破綻に陥っている債務者
に対する債権およびこれらに準ずる債権です。

2．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りが
できない可能性の高い債権です。

3．要管理債権とは、３か月以上延滞貸付金(元本または利息の支払が、約定支払日の翌日から３か月以上遅延している貸付金(（注）1.および2.に掲げる債権
を除く。)。以下同じ。)および条件緩和貸付金(債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金(（注）1.および2.に掲げる債権並びに３か月以上延滞貸付金を除く。)）です。

4．正常債権とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、（注）1.から3.までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。

平成25年度末
年度

区分 平成26年度末 平成27年度末

（単位：百万円）

土 　 　 　 　 　 地 
営　業　用
賃　貸　用

建 　 　 　 　 　 物 
営　業　用
賃　貸　用

土 地 ・ 建 物 
営　業　用
賃　貸　用

リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定 
その他の有形固定資産 
合 計

1,671
1,593
78

1,162
1,100
61

2,834
2,694
139
208
－
22

3,065

1,671
1,589
82

1,048
987
61

2,720
2,576
144
129
－
21

2,871

1,671
1,592
79

1,108
1,045
62

2,780
2,638
142
156
－
18

2,956

⒆　有形固定資産
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平成25年度末
年度

区分 平成26年度末 平成27年度末

（単位：百万円）

長 期 性 資 産 2,258 1,836 1,538

（注） 長期性資産の金額は、責任準備金の内訳である払戻積立金と契約者配当準備金に含まれる積立型保険の収入積立保険料等とその運用益の累積残高です。

23　長期性資産

22　支払承諾見返の担保別内訳
該当事項はありません。

平成25年度末
年度

種目 平成26年度末 平成27年度末

（単位：百万円）

火 　 　 　 　 　 災
海 　 　 　 　 　 上
傷 　 　 　 　 　 害
自 　 　 動 　 　 車
自動車損害賠償責任
そ 　 　 の 　 　 他
（ う ち 賠 償 責 任 ） 
（うち 信 用 ･ 保 証 ） 

合 計

127
50
175
4,185
558
191
（70） 
（8）

5,288

 164
　51
171
3,881
563
188
(86)
(△0)

5,022

150
55
179
4,252
552
360
(192)
(△0)

5,551

3

5

24　支払備金の額

期 　 首 　 支 　 払 　 備 　 金

区分 年度

前期以前発生事故に係る当期支払保険金

（単位：百万円）

3,826

1,671

2,191

△36

5,269

3,151

2,375

△258

平成23年度 平成25年度

4,404

2,535

2,676

△808

平成24年度

4,925 

2,604 

2,373 

△53 

平成26年度

4,696 

2,347 

2,497 

△148 

平成27年度

前期以前発生事故に係る当期末支払備金
当 期  把  握  見  積  り 差  額

25　期首時点支払備金(見積り額)の当期末状況（ラン・オフ・リザルト）　

（注）１．国内元受契約に係る出再控除前の金額であります。
 ２．地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
 ３．当期把握見積り差額＝期首支払備金－（前期以前発生事故に係る当期支払保険金＋前期以前発生事故に係る当期末支払備金）
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（単位：百万円）●傷害保険

（単位：百万円）●賠償責任保険

（注） １．国内元受契約に係る出再控除前の金額であります。
 ２．「比率」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度１年間で変動した倍率を記載しております。
 ３．「変動」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度１年間で変動した額を記載しております。

事故発生年度末
1 年 後
2 年 後
3 年 後
4 年 後

最終損害見積り額
累 計 保 険 金
支 払 備 金

事故発生年度 平成25年度
金 額

（単位：百万円）

6,050
5,880
6,008

比 率 変 動

0.972
1.022

6,008
5,319
689

△170
127

6,115
6,246
6,166
6,136

1.021
0.987
0.995

6,136
5,831
305

130 
△79 
△29 

△25

平成26年度
金 額
5,832
5,806 0.996

比 率 変 動

5,806
5,010
796

●自動車保険
26　事故発生からの期間経過に伴う最終損害見積り額の推移表

累
計
保
険
金 

＋

支
払
備
金

平成24年度
金 額

5,552
5,699
5,546
5,624
5,587

比 率 変 動

1.027
0.973
1.014
0.993
5,587
5,404
182

147
△152
77

△37

平成27年度
金 額
6,058

比 率 変 動

6,058
3,956
2,102

区分
平成23年度

金 額 比 率 変 動

事故発生年度末
1 年 後
2 年 後
3 年 後
4 年 後

最終損害見積り額
累 計 保 険 金
支 払 備 金

事故発生年度 平成25年度
金 額
197
198
190

比 率 変 動

1.007
0.961

190
183
7

1
△7

△0

平成26年度
金 額
214
214 0.997

比 率 変 動

214
197
16

累
計
保
険
金 

＋

支
払
備
金

平成24年度
金 額
194
203
192
191

比 率 変 動

1.050
0.945
0.995

191
180
11

9
△11
△1

平成27年度
金 額
231

比 率 変 動

231
98
133

区分
平成23年度

金 額
207
204
192
192
192

比 率 変 動

0.988
0.940
1.000
0.999
192
191
0

△2
△12
△0
△0

事故発生年度末
1 年 後
2 年 後
3 年 後
4 年 後

最終損害見積り額
累 計 保 険 金
支 払 備 金

事故発生年度 平成25年度
金 額
270
268
268

比 率 変 動

0.996
0.998

268
262
5

△1 
△0 

8

平成26年度
金 額
218
226 1.037

比 率 変 動

226
211
14

累
計
保
険
金 

＋

支
払
備
金

平成24年度
金 額
139
155
157
156

比 率 変 動

1.114
1.017
0.990

156
155
1

15 
2 

△1 

平成27年度
金 額
283

比 率 変 動

283
114
168

区分
平成23年度

金 額
152
158
154
152
152

比 率 変 動

1.034
0.975
0.987
1.002
152
151
0

5 
△4 
△2 
0 
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（単位：百万円）27　責任準備金の額と内訳
平成25年度末

普通責任準備金 異常危険準備金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当準備金 合　　計
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他
（ う ち 賠 償 責 任 ）
（うち 信 用・保 証 ）

合　　　　計

平成27年度末
普通責任準備金 異常危険準備金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当準備金 合　　計

種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他
（ う ち 賠 償 責 任 ）
（うち 信 用・保 証 ）

7,392
21
222
3,055
3,937
1,621
(228)
(44)

16,250

2,690
449
879
743
－

1,388
(765)
(35)

6,151

－
－
－
－
－
－
(－)
(－)

－

298
－

1,225
－
－
－
(－)
(－)

1,523

2
－
12
－
－
－
(－)
(－)

15

10,384
471
2,339
3,798
3,937
3,009
(994)
(79)

23,941

6,977
21
171
2,649
3,939
1,481
(196)
(24)

15,241

2,893
453
829
1,015

－
1,198
(618)
(32)

6,389

－
－
－
－
－
－
(－)
(－)

－

523
－

1,712
－
－
－
(－)
(－)

2,236

5
－
17
－
－
－
(－)
(－)

22

10,400
474
2,730
3,664
3,939
2,680
(814)
(57)

23,890

合　　　　計

平成26年度末
普通責任準備金 異常危険準備金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当準備金 合　　計

種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他
（ う ち 賠 償 責 任 ）
（うち 信 用・保 証 ）

7,250
19
271
2,760
3,910
1,552
(209)
(35)

15,765

2,690
449
854
585
－

1,285
(690)
(34)

5,865

－
－
－
－
－
－
(－)
(－)

－

361
－

1,456
－
－
－
(－)
(－)

1,818

3
－
14
－
－
－
(－)
(－)

18

10,306
469
2,597
3,346
3,910
2,837
(900)
(69)

23,467合　　　　計
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区　　　分 平成26年度末

標準責任準備金対象契約
標準責任準備金対象外契約

標準責任準備金
平準純保険料式又は全期チルメル式

100.0％

平成27年度末

標準責任準備金
平準純保険料式又は全期チルメル式

100.0％積 立 率

28　責任準備金積立水準

（注）１．積立方式および積立率は、保険業法第３条第５項第１号に掲げる保険に係る保険契約および保険業法第３条第５項第１号に掲げる保険を主たる保
険としている保険契約を除いています。

２．保険料積立金および積立保険に係る払戻積立金以外について積立方式という概念がないため、積立方式は保険料積立金および積立保険に係る払戻
積立金について記載しています。

３．積立率＝（実際に積立てている普通責任準備金＋払戻積立金）÷（下記⑴～⑶の合計額）
⑴　標準責任準備金対象契約に係る平成８年大蔵省告示第48号に定める方式により計算した保険料積立金および払戻積立金（保険業法施行規則第

68条第２項に定める保険契約に限る）
⑵　標準責任準備金対象外契約に係る平準純保険料式により計算した2001（平成13）年７月１日以降に保険期間が開始する保険契約に係る保険料

積立金、保険業法施行規則第68条第２項に定める保険契約以外の保険契約で2001（平成13）年７月１日以降に保険期間が開始する保険契約
に係る払戻積立金並びに2001（平成13）年７月１日前に保険期間が開始する保険契約に係る普通責任準備金および払戻積立金

⑶　2001（平成13）年７月１日以降に保険期間が開始する保険契約に係る未経過保険料

積
立
方
式

29　貸倒引当金およびその他の引当金の期末残高および期中の増減額

30　貸付金償却の額

合 計

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
特定海外債権引当勘定

退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
賞 与 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金

区　　　分 平成26年度末
残　高

（単位：百万円）

0
72
－
－

175
72
31

352

平成27年度末
残　高

0
60
－
－

215
92
38

407

摘　要

※洗替による取崩額
※回収等による取崩額

平成27年度
増加額

0
0
－
－
40
92
10

143

平成27年度減少額
目的使用

－
0
－
－
－
72
3

76

そ の 他

※0
※12
－
－
－
－
－

12

貸

　倒

引
当
金

（平成27年度）

合 計

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
特定海外債権引当勘定

退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
賞 与 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金

区　　　分 平成25年度末
残　高

（単位：百万円）

－
84
－
68
155
91
21

420

平成26年度末
残　高

0
72
－
－

175
72
31

352

摘　要

※回収等による取崩額

※会計方針の変更に
　よる取崩額

平成26年度
増加額

0
0
－
－
37
72
9

120

平成26年度減少額
目的使用

－
－
－
－
17
91
－

108

そ の 他
－

※12
－

※68
－
－
－

80

貸

　倒

引
当
金

（平成26年度）

該当事項はありません。
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区　　分
平成26年度

売　却　益
平成27年度

（単位：百万円）

国    債    等
株          式
外  国  証  券

合 計

－
－
－

－

売　却　損
－
－
－

－

評　価　損
－
－
－

－

売　却　益
－
－
－

－

売　却　損
－
－
－

－

評　価　損
－
－
－

－

⑴　売買目的有価証券運用損益明細表

区　　分
平成26年度

売　却　益
平成27年度

（単位：百万円）

国    債    等
株          式
外  国  証  券
そ の 他 有 価 証 券

合 計

合 計

191
280
0
20

493

売　却　損
－
3
－
0

3

評　価　損
－
－
－
－

－

売　却　益
22
6
－
4

32

売　却　損
－
14
－
15

29

評　価　損
－
7
－
－

7

⑵　有価証券売却損益および評価損明細表

資産の種類 取 得 原 価
（単位：百万円）

有 形 固 定 資 産
建 　 　 　 　 物
リ ー ス 資 産
その他の有形固定資産
有 形 固 定 資 産 計
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産 計

3,412
284
162
3,859

1,340
23

1,364

償却累計額

2,363
154
141
2,659

1,226
16

1,242

償却累計率（%）

69.3 
54.4 
86.7 
68.9 

91.5 
67.9 
91.1 

平成27年度償却額

60
54
4

119

13
3
17

平成27年度残高

1,048
129
21

1,199

114
7

122

⑶　減価償却費明細表

3．損益の明細

⑷　固定資産処分損益

土　　　　地
建　　　　物

リ ー ス 資 産
その他の有形固定資産

ソフトウェア
の　れ　ん

リ ー ス 資 産
その他の無形固定資産

区　　　分

（単位：百万円）

平成26年度

処分益 処　分　損
売　却 その他 計

平成27年度

処分益 処　分　損
売　却 その他 計

有形固定資産

無形固定資産

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

1
－
1
－
－
－
－
－
－
－

1

1
－
1
－
－
－
－
－
－
－

1

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

1
－
0
－
1
－
－
－
－
－

1

1
－
0
－
1
－
－
－
－
－

1

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
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４．時価情報等

⑴　有価証券

合 計

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他
小 計
国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他
小 計

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

種　　　類
平成26年度末 平成27年度末

（単位：百万円）

取 得 原 価 貸借対照表計上額 差　額
2,716
484

14,275
2,403
900
170

20,950
0
0

1,110
29
200
296
1,636

22,586

2,910
498

14,543
3,526
905
175

22,560
0
0

1,095
25
199
281
1,600

24,160

取得原価 貸借対照表計上額
193
13
267
1,123

5
5

1,609
0
0

△ 15
△ 4
0

△ 14
△ 35

1,574

1,627
186

10,638
2,403
1,702
356

16,913
203
0

2,027
44
100
112
2,488

19,402

1,695
193

10,851
4,313
1,715
373

19,142
202
0

2,014
40
98
106
2,463

21,605

67
7

213
1,910
13
16

2,228
0
0

△ 12
△ 4
△ 1
△ 6
△ 25

2,202

差　額

⑤　時価評価されていない主な有価証券の内容および貸借対照表計上額
a 満期保有目的の債券
　該当事項はありません。

b 子会社および関連会社株式
 平成26年度末 平成27年度末
　株　式 40百万円 40百万円

c その他有価証券
 平成26年度末 平成27年度末
　株　式  1,490百万円 1,469百万円
　その他 0百万円 　0百万円

①　売買目的有価証券
　　該当事項はありません。
②　満期保有目的の債券で時価のあるもの
　　該当事項はありません。
③　子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの
　　該当事項はありません。
④　その他有価証券で時価のあるもの

89



①　運用目的の金銭の信託
　　該当事項はありません。

②　満期保有目的の金銭の信託
　　該当事項はありません。

③　運用目的、満期保有目的以外の金銭の信託
　　該当事項はありません。

⑵　金銭の信託

⑶　デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く。）
該当事項はありません。

⑷　保険業法に規定する金融等デリバティブ取引
該当事項はありません。

⑸　先物外国為替取引
該当事項はありません。

⑹　有価証券関連デリバティブ取引（⑺に掲げるものを除く。）
該当事項はありません。

⑺　金融商品取引法に規定する有価証券先物取引もしくは有価証券先渡取引、外国金融商品市場におけ
　　る有価証券先物取引と類似の取引（国債証券等および金融商品取引法第2条第1項第１７号に掲げ
　　る有価証券のうち同項第1号の性質を有するものに係るものに限る。）

該当事項はありません。

５．その他

６．損害率の上昇に対する経常利益又は経常損失の変動

損害率の上昇シナリオ

計　算　方　法

経常利益の減少額

　当社では、保険業法第111条第１項の規定により公衆の縦覧に供する書類のうち、計算書類及びその附属明
細書について、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、PwCあらた監査法人の会計監査を受けてお
り、適正である旨の証明を受けています。

地震保険と自動車損害賠償責任保険を除く、すべての保険種目について、均等に発生損害率が1％上昇すると
仮定いたします。

○増加する発生損害額＝既経過保険料×1％
○増加する発生損害額のうち、正味支払保険金、支払備金積増額の内訳については、当年度発生事故におけ
るそれぞれの割合により按分しております。
　（ただし、受再契約に関しては、契約年度をもとに計算しております。）
○増加する異常危険準備金取崩額＝正味支払保険金の増加を考慮した取崩額－決算時取崩額
○経常利益の減少額＝増加する発生損害額－増加する異常危険準備金取崩額

78百万円
（注）異常危険準備金残高の取崩額50百万円
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